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１ はじめに   

（１）趣旨 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」により、教育委員会は、毎年、そ

の権限に属する事務の管理及び執行状況について、点検及び評価を行い、その結果

に関する報告書を議会に提出するとともに、公表しなければならないこととされて

おります。 

本市においては、郡山市第五次総合計画、郡山市教育振興基本計画を策定し、教

育に関する諸問題に対応するため、様々な施策を展開し、教育行政の推進に努めて

いるところであります。 

そして、各執行機関で実施している事務事業について行政評価を行い、公表して

おりますが、教育委員会として、今まで以上に効果的な教育行政の推進を図り、市

民の皆様に対しての説明責任を果たしていくため、平成 24 年度の教育委員会の諸活

動を振り返り、郡山市第五次総合計画、郡山市教育振興基本計画で掲げた目標を達

成するための事務事業について、教育に関し学識経験を有する方々の知見を活用し

て、点検、評価を行い、責任体制の明確化、教育活動の透明性の向上を図ることと

しました。 

 

 （２）点検、評価の対象 

   本市における教育の振興のための施策に関する基本的な計画である「郡山市教育

振興基本計画」の体系に基づき、４つの分野（学校教育、生涯学習、文化、スポー

ツ）の基本目標に係る基本施策について、平成 24 年度実施分の事務事業を点検、評

価の対象としています。 

 

 （３）点検、評価の方法 

ア 「基本施策」ごとに、教育施策を取り巻く現在の状況把握及び課題（現状と

課題）についてまとめるとともに、事務事業の評価・方向性を示しました。 

イ 「基本施策」の現状と課題、事務事業の評価・方向性等について、客観性を

確保するため、教育に関し学識経験を有する方々から意見を頂きました。 

ウ 「基本施策」の現状と課題、事務事業の評価・方向性等について、教育に関

し学識経験を有する方々から意見を頂いた後、今後の取り組みについて示しま

した。 

郡山市教育委員会事務点検評価委員会委員名簿（敬称略） 

職 名 氏 名 

委 員 長 名 木 敬 一 

委   員 遠 藤 育 夫 

委   員 千 葉 彰 子 

委   員 中 村 亞都子 
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２ 教育委員会会議の開催状況 

  教育委員会会議については、原則として、毎月第３火曜日に「教育委員会定例会」

を開催するとともに、必要があるときには、臨時会を開催しています。 

  平成 24 年度は、合計で 13 回開催しました。 

  教育委員会会議においては、議案、報告案が審議されるほか、教育委員会で開催す

る事業の案内などが報告されています。 

  （１）教育委員会定例会 ………   12 回 

  （２）教育委員会臨時会 ………   １回 
 

郡山市教育委員会委員名簿（平成 24 年度在籍） 
 

職 名 氏 名 

委 員 長 三 森 正 子 

委員長職務代理者 阿 部 晃 造 

委      員 今 泉 玲 子 

委      員 太 田   宏 

委      員 伊 藤 清 郷 

教 育 長 木 村 孝 雄 

 

３ 教育委員会会議の審議状況 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律や郡山市教育委員会教育長事務委任規則

の規定に基づき、平成 24 年度は、議案 21 件、承認報告事項８件について審議しまし

た。 

 

(1)平成 24 年度教育委員会議案 

番号 提出月日 件    名 
可否決

の別 

可否決の

月日 

１ 
平成24年

４月17日 
臨時代理による処理の承認を求めることについて 可決 

平成 24 年

４月 17 日

２ ５月15日 郡山市教育委員会各審議会等委員の委嘱について 可決 ５月 15 日

３ ５月15日 平成 24 年度６月補正予算について 可決 ５月 15 日

４ ６月12日 郡山市学校教育審議会委員の委嘱について 可決 ６月 12 日

５ ６月12日 郡山市学校施設整備基金条例の制定について 可決 ６月 12 日
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番号 提出月日 件    名 
可否決

の別 

可否決の

月日 

６ ７月13日 
郡山市教育委員会委員長職務代理者の指定につい

て 
可決 ７月 13 日

７ ７月13日 
郡山市語学指導外国人就業規則の一部改正につい

て 
可決 ７月 13 日

８ ７月13日 平成 24 年度９月補正予算について 可決 ７月 13 日

９ ８月21日 
平成 25 年度使用小・中学校特別支援学級教科用図

書の採択について 
可決 ８月 21 日

10 ９月18日 
平成 24 年度郡山市文化功労賞受賞候補者の諮問

について 
可決 ９月 18 日

11 10月16日 
平成 24 年度郡山市文化功労賞受賞予定者の決定

について 
可決 10 月 16 日

12 10月16日 
平成 24 年度郡山市教育功労者等表彰受賞者の決

定について 
可決 10 月 16 日

13 11月15日 平成 24 年度 12 月補正予算について 可決 11 月 15 日

14 11月15日 郡山市指定重要文化財の指定について 可決 11 月 15 日

15 
平成25年 

１月15日 
平成 24 年度３月補正予算について 可決 １月 15 日

16 １月15日 平成 25 年度当初予算について 可決 １月 15 日

17 ２月19日 臨時代理による処理の承認を求めることについて 可決 ２月 19 日

18 ３月13日 
郡山市教育委員会の権限に属する事務の管理及び

執行の状況の点検及び評価について 
可決 ３月 13 日

19 ３月13日 
郡山市立小学校及び中学校の校長の人事異動の内

申について 
可決 ３月 13 日

20 ３月21日 郡山市スポーツ推進委員の委嘱について 可決 ３月 21 日

21 ３月21日 臨時代理による処理の承認を求めることについて 可決 ３月 21 日
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(2)平成 24 年度教育委員会承認報告事項 

番号 提出月日 件    名 

１ 
平成 24 年 

４月 17 日 
専決処分事項の報告について 

２ ６月 12 日 平成 24 年度６月補正予算について 

３ ８月 21 日 平成 24 年度９月補正予算について 

４ 11 月 15 日 専決処分事項の報告について 

５ 
平成 25 年 

２月 19 日 
専決処分事項の報告について 

６ ２月 19 日 平成 24 年度３月補正予算について 

７ ２月 19 日 平成 25 年度当初予算について 

８ ３月 21 日 専決処分事項の報告について 

 

４ 教育委員会会議以外の活動状況 

  教育委員会委員は、教育委員会会議への出席のほか、市議会への出席、各種研修、

各種行事等へ次のとおり出席しました。 

 

 （１）市議会への出席  26 回（定例会 25 回、臨時会１回） 

 

 （２）各種会議、研修への出席  ８回 

 

県市町村教育委員会連絡協議会 県中ブロック研修会 

県市町村教育委員会連絡協議会 支会長研修会 

管内各市町村教育委員会委員長・教育長合同会議 

県中地区市町村教育委員会委員長・教育長代表者会議 

県市町村教育委員会連絡協議会 第１回理事会 

県市町村教育委員会連絡協議会 第２回理事会 

県市町村教育委員会連絡協議会 定期総会 

県市町村教育委員会新任教育委員研修会 

 

 （３）各種行事等への出席 １０回 

 

郡山市中央公民館堤下分室開所式 

手塚治虫展内覧会 

郡山市ふれあい科学館宇宙劇場リニューアルオープン記念セレモニー 
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郡山市特別・自治功労表彰式 

郡山シティーマラソン大会 

バーン＝ジョーンズ展開会式及び内覧会 

郡山市文化功労賞等表彰式 

郡山市永年勤続功労表彰・永年勤続職員表彰式 

郡山市成人のつどい 

退職者辞令交付式 
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５ 基本目標に係る基本施策についての点検、評価 

  本市教育委員会では、平成 22 年４月から『ともに学び、ともに育み、未来を拓く教

育の創造』を基本理念として、「郡山市教育振興基本計画」をスタートさせました。 

  本計画は、平成 22 年度から平成 26 年度までの５年間の計画で、郡山市第五次総合

計画との整合を保ちながら、学校教育、生涯学習、文化、スポーツの４つの分野ごと

に基本目標及びその基本施策を設定しています。 

  報告書では、４つの分野の基本目標に係る基本施策について点検、評価を行い、「現

状と課題」、「事務事業の評価・方向性」及び「今後の取り組み」についてまとめまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基
本
理
念 

 

『
と
も
に
学
び
、
と
も
に
育
み
、
未
来
を
拓
く
教
育
の
創
造
』 

Ⅰ 学校教育  

基本目標：個性を伸ばし生きる力を育む学校教育の推進 

基本施策１ 義務教育の充実 

基本施策２ 教育環境の充実 

（基本施策３ 教育機関の充実） 

Ⅱ 生涯学習  

基本目標：一人ひとりの学ぶ心を大切にする生涯学習の推進 

基本施策１ 家庭教育の推進 

基本施策２ 青少年の健全育成 

基本施策３ 生涯学習の推進

Ⅲ 文  化 

基本目標：豊かなときを感じる歴史と文化、そして音楽の継承と創造 

基本施策１ 文化財の保存と活用 

基本施策２ 文化芸術活動の推進 

Ⅳ スポーツ  

基本目標：新たな自分にチャレンジできるスポーツ・レクリエーションの振興

基本施策１ 生涯スポーツ・レクリエーションの振興 
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Ⅰ 学校教育の基本目標「個性を伸ばし生きる力を育む学校教育の推進」 

についての点検、評価 
 
基本目標の目的 

 児童生徒の個性を生かし、能力や可能性を最大限に伸ばす学校教育を推進しま

す。確かな学力、豊かな心、健やかな体をバランスよく育てるとともに、児童生徒

の安全・安心の確保や社会情勢の変化に対応できる教育環境づくりを進めます。ま

た、多様な学習意欲を支える高等教育機関等の充実を図ります。 

 

 

基本施策１ 義務教育の充実 

（１）現状と課題 

近年の国際化や情報化の進展によるグローバル化の社会の中にあって、社会的ニ

ーズとして、この激動の時代に順応することができるような創造性豊かな人材の育

成が求められています。 

特に義務教育期における学校教育については、「人」が社会人としての資質を形成

する上で礎となる時期のものであることから、基礎学力を身につけることはもとよ

り、個々の潜在能力を引き出し、豊かな思考力、表現力を育む教育、つまり「生き

る力」を育む教育が重要となります。「生きる力」は、①「確かな学力」、②「豊か

な心」、③「健やかな体」の３つで構成されますが、①「確かな学力」については、

教師の資質やより実践的な指導力の向上に努め、児童生徒の学習意欲と可能性を伸

ばす取組みを推進すること等が、②「豊かな心」については、社会奉仕などの体験

活動や道徳教育を充実させること等が、③「健やかな体」については、食育を推進

するとともに、健康増進や体力の向上に取り組むこと等が、それぞれ求められてい

ます。 

また、近年、児童生徒の抱える様々な問題の中には、虐待やＤＶ（ドメスティッ

クバイオレンス）などの家庭環境の問題やいじめ問題など、現場の教師だけでは解

決が困難な事例も存在することから、専門的な関係機関との連携やスクールカウン

セラーの配置等による、個別相談体制の整備を図る必要があります。 

 さらに、教育の機会均等を確保するため、心身に障がいをもつ児童生徒や家庭の

経済的事情により就学が困難な児童生徒については、他の児童生徒と同様な教育を

受ける機会を得られる教育環境づくりが求められています。 

 

（２）事務事業(抜粋)の評価・方向性 
 

事務事業名 事業概要 評価・方向性 

全国学力・学習状

況調査集計事務処

理事業 

全国学力・学習状況調査におい

て、実施校として国から抽出され

なかった学校の児童生徒の調査

小学校６年生、中学校３年生を対

象とする全国学力・学習状況調査の

結果を分析し、児童生徒の学力向上
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票の採点、分析等を業者に委託

し、国による抽出校と同様の分析

結果をすべての児童生徒に提供

できるようにする。 

を図ることを目的とすることから、

「基礎学力向上支援事業」に統合し

て実施する。 

基礎学力向上支援

事業 

児童生徒の基礎学力を向上さ

せるため、各学校へ学力向上の施

策の支援を行うとともに、学力の

実態を把握するため、全国標準学

力検査を実施する。 

小学校５年生、中学校２・３年生

を対象に標準学力テスト等を実施

し、結果を自校の学力向上の取り組

みにいかすことができた。今後も、

経年変化分析などきめ細やかな調

査により、児童生徒の変容をとらえ

ながら授業改善を図り、学力向上を

目指すため、継続して実施するが、

類似事業である「全国学力・学習状

況調査集計事務処理事業」を統合し

て実施する。 

教育研修に関する

事業 

教職員としての資質能力向上

のため、小中学校教職員に対し各

種研修の実施、自己研修支援を行

う。また、文部科学省主催の中央

研修や教員国内委託研修への派

遣により、先進的教育情報の収集

に当たる。 

研修会等を通して、専門的知識や

児童生徒理解、専門職としての実践

的指導力を高め、教職員の資質向上

を図っている。児童生徒の実態や学

校を取り巻く諸問題を踏まえ、研修

内容の充実を図りながら継続して

取り組む。 

スクールカウンセ

ラー配置事業 

県配置事業と連携を図りなが

ら、市内の公立の全小中学校にス

クールカウンセラーを配置し、校

内の教育相談体制の充実を図り、

不登校をはじめとする様々な悩

みや問題行動を改善し、学校生活

への適応を支援する。 

県配置事業と連携しながら、市内

全小中学校への配置により、不登

校・いじめ等の未然防止、児童生徒

の問題行動の改善、教職員や関係機

関との連携による組織的な支援体

制の強化に成果を上げている。今後

は、配置体制の充実のために、「認

定スクールカウンセラー事業」を統

合して実施する。 

認定スクールカウ

ンセラー事業 

市独自の認定制度により養成

したスクールカウンセラーを対

象に、実務研修等の機会を確保

し、カウンセラーとしての資質の

向上を図る。 

認定スクールカウンセラーの資

質向上のための研修機会の確保を

図るとともに、今後の配置体制の充

実に向けて、今後は、「スクールカ

ウンセラー配置事業」に統合して実

施する。 

小中学校特別支援 小中学校の障がいの重い自閉 特別支援教育補助員と学校生活 
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教育派遣事業 症児や知的障がい児が在籍する

特別支援学級、ＡＤＨＤ、肢体不

自由児等の学習指導の向上を図

るため、特別支援教育補助員を配

置し、個に応じたきめ細かな指導

に努め、また、不登校や生徒指導

など個別に対応が求められる生

徒の増加に対し、生徒指導の問題

点の早期解決を図るため、学校生

活支援員を配置する。 

支援員の配置を必要とする学校へ

効果的な人員配置を行い、個別指導

が求められる児童生徒に対応する

ことができた。今後も継続して取り

組むが、引き続きニーズに応じた効

果的な人員配置・体制の整備を図

る。 

まちなかハーモニ

ー体験活動事業 

郡山市の中心市街地のよさや

中心市街地施設の機能を生かし

た体験活動を実施する。 

平成 22 年度からまちなかの特性

や施設機能を生かした体験活動を

実施し、中心市街地活性化の重要性

や本市の特産品や伝統芸能・工芸な

どへの理解を深めてきた。平成 24

年度にまちなかの拠点である「ハー

モニーステーション郡山」が廃止さ

れ、活動場所の確保が困難であるた

め、完了とする。 

 

（３）郡山市教育委員会事務点検評価委員会の意見 

○「教育研修に関する事業」について 

教育研修センターのスタッフと講座が大変優れていて、他市町村の羨望の的で

あると聞いています。確かな学力をつけるためには、教員の力が向上することが

一番大事だと思いますので、今後とも予算等を減らすことなく、研修等の充実を

図っていただきたいと思います。 

○「スクールカウンセラー配置事業」及び「小中学校特別支援教育派遣事業」につ

いて 

  「スクールカウンセラー配置事業」と「小中学校特別支援教育派遣事業」は、

郡山市独自で始めた大変素晴らしい事業で、各学校でも非常に成果を上げていま

す。保護者の方にも喜ばれている事業ですので、ますます充実させて子ども達に

力をつけさせてあげたいと思います。 

  ○市外に避難している子ども達に対するフォローについて 

    東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所の事故の影響により、県外や

市外に避難している子ども達に対するフォローに力を入れていただきたいと思い

ます。 

  ○「小中学校特別支援教育派遣事業」に関連して 

    授業についていけないために不登校になったり、いじめに遭ったりする子ども
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達がいますので、そのような子ども達を救う取り組みが出来ないものかと思いま

す。 

  ○「まちなかハーモニー体験活動事業」について 

    子ども達は市民全員で守るべき存在で、大人とのふれあいがたくさんあった方

がいいと思います。郡山商工会議所青年部が運営する「子ども株式会社」では、

子ども達にお金の大切さや仕事の大切さを教えていますが、そういったものを行

政でも実施していただきたいので、何とか活動場所を探して実施して欲しいと思

います。 

 

（４）今後の取り組み 

○ 小中学校教育においては、これまで推進してきた特別支援教育派遣事業、スク

ールカウンセラー配置事業等の継続事業をさらに充実させるとともに、学校教育

の５つの柱「国語教育の充実、学力の向上、学校支援地域づくりの推進、幼・保・

小連携推進事業の充実、特別支援教育の充実」を具現化させた新規事業等を、学

校、保護者、地域の連携を深めながら実施し、学校教育の充実を図ります。 

○ 教職員の授業力向上のための研修や安全衛生管理体制の向上に努めます。 

○ 震災の影響に対応するため、放射能に対する正しい知識の指導や児童生徒の心

のケアなどを行います。 

 

 

基本施策２ 教育環境の充実 

（１）現状と課題 

   東日本大震災及び近年の国内外での相次ぐ地震の発生を受け、学校教育施設の耐

震化の推進は、児童生徒に対する安全・安心の確保の観点から、喫緊の課題となっ

ています。さらに、心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるいじめ

の問題については、学校、教育委員会、国などの関係者が一丸となって取り組む必

要があります。 

   また、本市においては過密化の進む地域と過疎化が深刻な地域が存在し、学習環

境もそれぞれの地域において変化しています。このため、地域の実情に応じ、地域

の特性を生かした学習環境づくりが求められているとともに、学校と地域との連携

を強化するなど、市民協働による学校支援の取り組みが重要となっています。 

   そして、児童生徒の情報活用能力の育成及び情報通信技術（ICT）を活用した「わ

かる授業」の実現、さらには、新学習指導要領の円滑な実施を図るための理科教育

設備等の充実など、質の高い教育を支える環境づくりを今後とも推進する必要があ

ります。 
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（２）事務事業(抜粋)の評価・方向性 
 

事務事業名 事業概要 評価・方向性 

小中学校耐震補強

事業 

昭和 56 年以前に建設された校

舎の耐震性を確保するため、耐震

補強工事を行い、安全安心な学習

環境を整備する。 

平成 24 年度は、小山田小学校の

２期工事、赤木小学校の２期工事、

大成小学校の１期工事、芳賀小学校

の２期工事、高倉小学校の１期工事

を実施し、耐震補強事業を実施した

校舎は 10 校となった。また、更な

る事業促進に向けて調査設計を増

加させた。今後も施設の安全性確保

のため、緊急性及び優先度を明確に

しながら、継続して整備を実施する

必要がある。 

わくわく！湖南移

動教室事業 

湖南地区の自然環境を生かし

た環境教育や、写生会、登山など

の体験活動の場を提供し、教育活

動の充実と郷土愛の育成を図る。

湖南地区の豊かな自然環境の中

で、登山、水生生物調査、史跡見学

等の体験学習を行うことにより、児

童の心身のリフレッシュを図るこ

とができた。今後も継続して実施す

る。 

学校図書館整備事

業 

学校図書館の蔵書の廃棄・選定

を管理し、図書や書架等の備品の

整備により、学校図書館に「学習

センター」、「読書センター」、

「心のオアシス」の３つの機能を

持たせ、学びやすい空間としての

整備を図る。 

 標準冊数を充たしていない学校

があり、また、古くて使用できなく

なった図書や記述の内容が古く利

用価値が乏しくなった図書の更新

が必要であるため、継続して実施す

るが、小中学校の教育環境の整備の

一環であることから、「小中学校教

育環境整備事業」に統合する。 

 

（３）郡山市教育委員会事務点検評価委員会の意見 

○「学校図書館整備事業」について 

義務教育の充実の施策とも関連しますが、国語教育の充実のためには、読書が

非常に重要ですので、今後も継続して実施していただきたいと思います。 

 

（４）今後の取り組み 

○ 東日本大震災を受け、国においては、平成 23 年３月に「地震防災対策特別措置

法」を改正し、平成 27 年度までのできるだけ早い時期に学校施設の耐震化の完了

を目指すとしていることから、本市においても財源の確保を図りながら、計画を

前倒しして耐震化を推進します。 
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○ 保護者や地域、関係機関等と緊密な連携を図りながら、いじめに発展する恐れ

のある事例の情報を把握し、組織的な対応を行うことにより児童生徒の安全・安

心を確保します。 

○ 学校と地域の連携による教育環境の整備を全市的に展開するとともに、地域の

実態に応じた多様な実践の蓄積を図り、併せて地域の人材の積極的な活用を図り

ます。 

○ 教育の情報化を図るため、児童生徒や教職員がパソコンやプロジェクタ等を活

用した学習活動ができる環境整備を推進します。 
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Ⅱ 生涯学習の基本目標「一人ひとりの学ぶ心を大切にする生涯学習の推進」 

についての点検、評価 
 
基本目標の目的 

豊かな心と健やかな体を備えた人間の育成は、人づくりの基本であり、そのため

には、“いつでも”“どこでも”自由に機会を選択して学ぶことができる生涯学習社

会の構築が求められています。 

私たち市民一人ひとりが、かけがえのない人生を、生き生きと健康に暮らし、『郡

山市民』であることの喜びと誇りを持つことができる生涯学習のまちづくりを推進

します。 

 

 

基本施策１ 家庭教育の推進 

（１）現状と課題 

 家庭教育は、すべての教育の出発点であり、家庭は常に子どものよりどころとな

るものですが、核家族化、少子高齢化の進行、地域との結びつきの希薄化、様々な

メディアからの過多な情報等により、子育てに不安を抱える保護者が増加していま

す。しかし、核家族化や少子高齢化の進行などの社会情勢の変化は今後一層進み、

子育てに対する保護者の悩みや不安も多様化すると考えられることから、それらに

対応した細やかな事業の展開が求められます。 

 また、幼児期は、親や周りの大人たちの保護や愛情を基盤にして、安心感や安定

感をいだき、自分自身を大切にする気持ちや人への信頼感が育まれるなど、人間形

成の基礎を培う重要な時期であります。子どもの将来の生き方を大きく左右する重

大な役割を担う幼児期の教育については、様々な悩みや問題に関する相談体制の整

備や心の教育の充実が求められています。今後は、保健、福祉、教育の連携により、

幼児教育の充実に向けた取り組みをさらに推進し、子育てに不安を抱える保護者の

悩みや不安解消に向けた事業展開を図る必要があります。 

 

（２）事務事業(抜粋)の評価・方向性 
 

事務事業名 事業概要 評価・方向性 

家庭教育充実事業 子ども達の健全な人格形成や

子ども達を取り巻く環境の改善

を促進するため、主に幼児から中

学生までの子どもを持つ保護者

等を対象に家庭教育の学習機会

を提供する。 

本事業は、教育基本法に定められ

る教育分野として必要課題的要素

が強いことから、継続して実施す

る。 

家庭教育学級事業 保護者の相互交流や正しい家

庭教育に関する学習を保護者が

学校単位で行われている当該事

業と全市を対象として実施してい
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自主的に行うことにより、家庭の

教育力の向上を図るとともに、学

校や公民館が連携することで、

｢家庭･学校･地域の連携｣を強化

し、地域の教育力の向上を図るた

め、市内の全小中学校に家庭教育

学級を開設する。 

る「家庭教育充実事業」とで役割が

分担されているが、一連の事業とし

て、より効率的、効果的な事業展開

をしていく。 

幼保小連携推進事

業 

子どもの就学前後の円滑な接

続を図るため、保健・福祉・教育

の一体的な支援体制により、幼稚

園・保育所・小学校の連携を推進

する。 

幼稚園・保育所・小学校の教職員

を対象とした合同研修会と相互参

観を実施し、幼・保・小の連携を推

進することにより、各施設間の相互

理解が進み、就学前後の円滑な接続

を図ることができたことから、今後

も継続して実施する。 

 

（３）郡山市教育委員会事務点検評価委員会の意見 

○家庭教育の推進全般について 

  家庭教育がしっかりしないまま生活することにより、学校で友達関係が作れな

かったり、学習に上手く適応できないこともあると思うので、それぞれの家庭で

しっかりと考えることができるような場をたくさん作ることができるよう、家庭

教育の推進に取り組んで欲しいと思います。 

 

（４）今後の取り組み 

○ 社会全体で家庭（子育て世帯）を支援していくための意識の高揚を図るため、

家庭・学校・地域の交流を深めることを目的とした各種事業を積極的に実施し、

地域の教育力の向上を目指します。 

○ 保健・福祉・教育の一体的支援施設である「こども総合支援センター（ニコニ

コこども館）」において、乳幼児期からの家庭教育支援への取り組みを進め、保護

者の子育てに関する悩みや不安解消を図るための事業をさらに推進します。 

 

 

基本施策２ 青少年の健全育成 

（１）現状と課題 

都市化、少子化の進展や経済的な豊かさの実現など社会環境が大きく変化する中

にあって、全国的に人間の尊厳を軽んじる凶悪事件が発生し、また青少年期におけ

る、いじめや不登校、ひきこもりなどの問題行動も数多く発生しています。 

青少年期は、人間形成における最も重要な時期であり、柔軟で広い視野を持った

青少年の育成は、次代を担う人材づくりという観点から社会全体で取り組むべき課
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題であり、新しい時代に対応し、自ら考え行動し、社会を生き抜く力を持った青少

年の健全育成を推進する必要があります。 

また、次代を担う青少年を非行から守り、健やかな成長を促すためには、学校や

家庭での教育だけではなく、様々な人々との交流や自然体験、奉仕活動等を通して

健全でたくましい心を育成していく必要があることから、多様な学習の場や機会の

提供が求められています。 

さらに、新しい時代に対応し、社会を生き抜く力を持った青少年の健全育成を推

進するため、家庭、学校、職場、地域、行政等がそれぞれの役割を認識し、発揮す

るとともに、社会全体で取り組む必要があります。 

 

（２）事務事業(抜粋)の評価・方向性 
 

事務事業名 事業概要 評価・方向性 

少年湖畔の村親子

交流事業 

自然や伝統文化の体験学習、他

の親子との交流や集団宿泊を実

施し、親子の絆を深める。 

東京電力福島第一原子力発電所

事故の影響により、低線量地域であ

る湖南町における青少年や親子を

対象とした体験活動の更なる充実

が求められていることから、体験内

容の見直しやＰＲ手法の強化を図

るとともに、開所時期の見直しにつ

いても検討する。 

のびのび！親子体

験事業 

少年湖畔の村を無料開放する。

また、週末や夏休み期間に体験プ

ログラムを提供する。 

 平成 23 年度に「湖南林間学校」

としてスタートし、平成 24 年度以

降は「のびのび！親子体験事業」と

して実施している。今後も、屋外活

動を制限されている子ども達が、週

末や夏休み期間中に恵まれた自然

環境の中で安心して学ぶことがで

きるよう、継続して実施する。 

 

（３）郡山市教育委員会事務点検評価委員会の意見 

○青少年の健全育成全般について 

事務事業名を見ると小学生を対象としたものが多いので、社会人とともに学べ

るような青少年向けの事業を計画していただきたいと思います。 

 

（４）今後の取り組み 

  ○ 多くの事業が平成 22 年度から市長部局（こども部）に移管されましたが、「郡

山市成人のつどい」を内容を充実させながら継続するとともに、「青少年会館」や

「少年湖畔の村」といった既存の施設の更なる活用を図ります。 

15



 

基本施策３ 生涯学習の推進 

（１）現状と課題 

平成 18 年 12 月に改正された教育基本法では、新たに“生涯学習の理念”として

「国民一人一人が自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、その生

涯にわたってあらゆる機会にあらゆる場所において学習することができ、その成果

を適切に生かすことができる社会の実現が図られなければならない」と明文化され

ました。高度情報化の進展やライフスタイルの多様化などにより、市民の生涯学習

に対するニーズも多様化し、学習意欲もますます高まってきていることから、“いつ

でも”“どこでも”自由に機会を選択して学ぶことのできる生涯学習社会の構築が求

められています。 

 今後は、多様化する市民の生涯学習のニーズの把握、及びその把握したニーズに

対応した魅力ある事業の創出や、市民力を生かした市民参画の視点に立った事業展

開を行うとともに、積極的なＰＲ等情報発信に努める必要があります。 

 また、公民館や図書館等については、市民からさらなる整備・充実を望む声も多

く、生涯学習の拠点施設として重要な施設であるため、さらなる充実が課題となっ

ています。 

 

（２）事務事業(抜粋)の評価・方向性 
 

事務事業名 事業概要 評価・方向性 

中央公民館・勤労

青少年ホーム整備

事業 

東日本大震災により損壊した

施設を解体した上で、利用者の利

便性と幅広い世代間の交流に対

応するため、両施設を一体的に整

備する。 

平成 26 年度中の竣工に向けて予

定通り事業が進捗しているため、継

続して実施する。 

地域に根ざした学

習充実事業 

地区・地域公民館において、各

地域における地域的課題の解消

と地域の特性を活かした講座を

開設することにより、地域の実情

に応じた地域づくりを促進する。

地域の持つ様々な課題を解消す

るため、公民館の講座を通して地域

住民と協働して取り組むことによ

り、地域住民間の繋がりを強め、地

域の活力の向上が図られているこ

とから、今後も継続して取り組む。

地区・地域公民館

の定期講座等開催

事業 

地区・地域公民館において、青

少年の健全育成、高齢者の生きが

いづくりなど学習ニーズに対応

する定期講座を開設する。 

 定期講座を通して、地域コミュニ

ティの活性化が促進されている。今

後も、市民の多様化する学習ニーズ

に的確に対応するとともに、他部局

や民間が行っている市民向けの講

座等の把握を行い、講座等のメニュ

ーに反映させながら実施する。 

子ども読書活動推 子どもの読書活動の推進に関 郡山市子ども読書活動推進計画

16



 

進事業 する施策を総合的かつ計画的に

推進し、子どもの健やかな成長を

図る。 

に基づく各種事業の取り組みを行

う。今後は「「郡山市こども司書」

養成講座」を統合し、子どもの読書

活動の推進を総合的に取り組む。 

「郡山市こども司

書」養成講座事業 

読書の面白さやすばらしさを

学校や家庭に広める読書活動の

リーダー役を担う小学生をこど

も司書として養成する。 

学校図書館の活性化のためにも、

こども司書の養成は肝要であるた

め、継続して事業を実施するが、今

後は「子ども読書活動推進事業」に

統合し、子どもの読書活動の推進を

総合的に取り組む。 

 

（３）郡山市教育委員会事務点検評価委員会の意見 

○「地区・地域公民館の定期講座等開催事業」及び「中央公民館定期講座開催事業」

について 

    公民館の定期講座に関して、「地区・地域公民館の定期講座等開催事業」と「中

央公民館定期講座開催事業」は、主体が違うだけで同じような内容に見えるので、

分ける必要はないのではないでしょうか。 

 

（４）今後の取り組み 

○ ハード面においては、東日本大震災により、中央公民館や勤労青少年ホームな

ど、一部の主要な社会教育施設が使用できない状況となっており、財源の確保を

図りながら、復旧に努めます。 

○ ソフト面においては、生涯学習きらめき出前バンクや市政きらめき出前講座に

ついて、市民参画の視点に立った事業展開や、ＰＲ等情報発信に努めるとともに、

民間団体が行う生涯学習関連事業の情報提供も併せて行います。 
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Ⅲ 文化の基本目標「豊かなときを感じる歴史と文化、そして音楽の継承と創造」 

についての点検、評価 
 
基本目標の目的 

個性あふれる市民文化を継承、そして創造するため、貴重な文化財の保存と活用

を図るとともに、郡山の多様な歴史と文化を守り育てます。 

また、市民の文化芸術活動を支援するとともに、市民が気軽に音楽に親しむこと

ができる環境をつくるなど、音楽活動の振興を積極的に行い、「音楽都市こおりや

ま」を推進します。 

 

 

基本施策１ 文化財の保存と活用 

（１）現状と課題 

 本市には、これまでの発展の礎となった安積開拓や安積疏水に関係する歴史・文

化的な遺産、柳橋歌舞伎をはじめとした民俗文化財など、郷土が誇れる貴重な文化

財が数多くあります。 

 今後は有形、無形の文化財の保護保存の意識の高揚を図ることはもとより、少子

化や地域の過疎化等の進行の中で伝承の担い手が少なくなっている現状を踏まえて、

文化財に携わる人材の確保と養成を図ることが重要であると考えます。 

 また、文化財の活用については、平成 21 年度に「大安場史跡公園」が全面開園し

たところですが、埋蔵文化財の保護や発掘調査に対する市民の理解と協力を促すた

めには、情報等の提供はもとより、公開・展示においても、わかりやすいテーマの

設定や的確な解説を行うとともに、参加型・体験型展示を導入し、人々の興味関心

を引き出すための工夫をするなど、出土品の活用を積極的に進め、周知を図りなが

ら文化財等への理解を深める必要があります。 

 

（２）事務事業(抜粋)の評価・方向性 
 

事務事業名 事業概要 評価・方向性 

収蔵資料管理事業 出土した木製品等の遺物を専

門業者に委託して、保存処理を行

う。発掘調査により出土した出土

遺物について、台帳整備を行う。

今後も、引き続き収蔵資料の適正

な管理に取り組む。なお、「埋蔵文

化財周知紹介事業」及び「埋蔵文化

財発掘調査事業」と統合し、事業を

実施する。 

埋蔵文化財周知紹

介事業 

 文化財調査研究機関に業務を

委託して、出土遺物の展示や市民

の学習活動の支援を行う。埋蔵文

化財包蔵地台帳を電算化して、地

理情報システム（ＧＩＳ）を更新

文化財の保護・保存意識の啓発を

図るため継続して事業に取り組む

ものとする。今後は「収蔵資料管理

事業」及び「埋蔵文化財発掘調査事

業」と統合し、事業を実施する。 
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する。 

埋蔵文化財発掘調

査事業 

試掘調査の結果、保存が必要と

判断された開発対象地は、必要に

応じて委託業務により発掘調査

を行い、記録保存を図る。 

遺跡（埋蔵文化財包蔵地）の保護

を図る観点から、対象地での開発計

画と調整を図りながら、必要に応じ

て記録・保存のための発掘調査を実

施していく。今後は「収蔵資料管理

事業」「埋蔵文化財周知紹介事業」

と統合し、事業を実施する。 

開成館管理運営事

業 

安積開拓と安積疏水の開さく

に関する資料の収集、調査・研究、

整理・保存、公開を行い、これら

を顕彰する。また、開成館、開拓

官舎（旧立岩家）、入植者住宅（旧

小山家、旧坪内家）の改修、修繕

を行う。 

安積開拓と安積疏水の開さくに

ついて顕彰する役割を今後も担っ

ていくため、早期復旧を図るととも

に、引き続き適切な管理運営を行っ

ていく。 

なお、事務の効率化、更なるサー

ビスの向上等の観点から、指定管理

者制度の導入の検討など民間委託

の検討が必要である。 

歴史資料館管理運

営事業 

常設展の他、史跡文化財めぐ

り、古文書教室、企画展を開催し

て、本市の歴史について、市民の

理解を図る。また、本市の近世の

歴史を理解する上で重要な古文

書の保存・活用を図る。 

市民に本市の歴史等を周知する

上で重要な施設であり、市民が歴史

等に触れる機会を提供し、郷土への

誇りと文化財等の愛護精神を育む

ことに寄与している。今後も適正な

管理運営を行う。 

なお、事務の効率化、更なるサー

ビスの向上等の観点から、指定管理

者制度の導入の検討など民間委託

の検討が必要である。 

風土記の丘公園整

備事業 

美術館及び蒲倉古墳群が位置

する周辺地域（１８．７ｈａ）を

里山として保全するとともに、遊

歩道の整備を行う。 

今後も引き続き整備計画の検討

を行う。 

 

（３）郡山市教育委員会事務点検評価委員会の意見 

○「開成館管理運営事業」及び「歴史資料館管理運営事業」について 

    事務の効率化、更なるサービスの向上等の観点から、指定管理者制度の導入の

検討など民間委託の検討が必要であるとのことですが、市民へのサービスの質と

いう点からすれば民間委託をしない方がいいと思います。 
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○「風土記の丘公園整備事業」及び「美術館活動推進事業」（基本施策２）について 

    美術館は毎年とても活発な活動をしていて、市民と交流する機会を設けたり、

学校教育に関しても様々な貢献をしていると思います。「風土記の丘公園整備事

業」はこれまでも継続して整備計画の検討を行うとなっていますが、風土記の丘

の埋蔵文化財を美術館で展示するなど、美術館との連携を図った整備の充実が図

られてはいかがかなと思います。 

 

（４）今後の取り組み 

○ 文化財の保護・保存の意義について、広く市民に理解と協力をいただくために

も、積極的な情報発信の機会を設けていく必要があることから、幅広い年代に応

じた文化財啓蒙事業の展開や、地域に根ざした文化芸能の周知活動を継続して推

進します。 

 

 

基本施策２ 文化芸術活動の推進 

（１）現状と課題 

   市民が多くの優れた芸術鑑賞や文化活動の機会を持つことは、市民の豊かな心づ

くりと潤いのあるまちづくりを促進し、個性あふれる市民文化を創造するうえで重

要です。現在、本市における市民の文化活動は活発であり、その活動内容等は多岐

にわたっていますが、文化芸術活動のさらなる充実のためには、市民が様々なイベ

ント等に参加しやすい環境を整え、参加者数の増加を図るとともに、事務事業を周

知するなどの情報発信の体制づくりや、様々な機会をとらえた積極的なＰＲ活動に

努める必要があります。 

   また、本市は、市民に喜びと潤いをもたらす音楽を通して、人と人とがハーモニ

ーを奏でる、市民が主役の魅力あるまちづくりを一層推進するために、平成 20 年３

月 24 日に「音楽都市」を宣言しました。市民が気軽に音楽に親しむことができる環

境をつくるためにも、鑑賞や発表機会の拡充を図ることはもとより、市内各所で開

催されている音楽イベント等の情報発信を積極的に行うことや、練習施設等の整備

を進めることなどは重要であります。 

 

（２）事務事業(抜粋)の評価・方向性 
 

事務事業名 事業概要 評価・方向性 

音楽振興事業 市民によろこびと潤いをもた

らす音楽を通し、人と人がハーモ

ニーを奏でる市民が主役の魅力

あるまちづくりを推進するため、

音楽の発表機会・鑑賞機会を拡充

し、多くの市民が音楽に親しむこ

ハーモニーコンサートをはじめ

各コンサートとも多くの市民が来

場し、プログラムの内容についても

高い好評をいただいた。今後とも

「音楽都市こおりやま」を推進する

必要があることから継続して実施
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とのできる機会を提供する。 する。今後は、音楽振興事業を総合

的に取り組むため、「音楽都市推進

事業」に統合して事業を実施する。

音楽都市推進事業 市民音楽祭の開催、高等学校音

楽活動支援補助金、音楽文化アド

バイザー制度の活用、音楽都市郡

山推進検討会の開催 

市民音楽祭の開催や１／２成人

コンサートの開催等、「音楽都市こ

おりやま」の推進に有効な事業であ

るため、継続して実施する。今後は、

音楽振興の一環であるため、「音楽

振興事業」を統合して事業を実施す

る。 

音楽堂整備事業 有識者や市民の意見を尊重し

た「音楽都市こおりやま」のシン

ボル的な音楽施設を整備するこ

とにより、高度で活発な音楽活動

等の展開が期待される。 

復興のシンボルとして、また、音

楽都市にふさわしい音楽堂の整備

については、市民の意見を踏まえな

がら継続的に検討するとともに、整

備に向けて計画的な資金確保が必

要である。 

 

（３）郡山市教育委員会事務点検評価委員会の意見 

○文化芸術活動の推進全般について① 

文化が地域にあること、そして文化に触れることは非常に大事だと思います。

郡山市の科学館で育って宇宙飛行士になった、文学の森資料館で勉強して文書を

書くことが好きになって何々になったなど、これからは文化を大事にしていかな

ければならない時代だと思います。新しい施設を作るのは難しいかもしれません

が、既存の施設をより充実したものにして欲しいです。投資したからといってす

ぐに結果が出るものではありませんが、是非投資をしていただきたいと思います。 

○文化芸術活動の推進全般について② 

    郡山駅前には、郡山市あさかの学園大学、福島県立郡山萌世高校や専門学校な

ど学校がたくさんあるにもかかわらず文化施設がほとんどない状況です。ちょっ

としたコンサートホールや展示スペースなど、若者が気軽に活動できる文化施設

が出来ないものでしょうか。 

○「郡山市民文化センター整備事業」等について 

    郡山市民文化センターやビッグアイにある市民プラザ等の多目的展示室の展示

パネルについては、可動式であるにもかかわらず、非常に重量があるため、作業

が重労働となっています。利用者は高齢の方々が多いので、新しく設置するもの

については、もう少し使い易いものにしていただきたいと思います。 
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（４）今後の取り組み 

○ 市民の文化芸術活動を推進し、「音楽都市こおりやま」を全国に発信するため、

情報収集・情報発信を積極的に行うとともに、市民ニーズの把握に努めながら、

事業展開を推進します。特に、東日本大震災及び原子力災害からの再生を進めて

いる市民に音楽を通じて心の復興が図られるようなイベントや交流人口が増加す

るような魅力的なイベントを開催し、「音楽都市こおりやま」のさらなる推進に努

めます。 

○ 平成 25 年５月に、主に音楽の練習に使用可能な「ミューカルがくと館」（音楽・

文化交流館）が開館したことから、今後も多くの団体が利用しやすい施設となる

よう環境整備に努めてまいります。 
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Ⅳ スポーツの基本目標「新たな自分にチャレンジできるスポーツ・レクリエーションの振興」 

についての点検、評価 

 
基本目標の目的 

 生涯を通じて気軽にスポーツに参加できる機会の拡充や競技スポーツの振興を

図ります。 

また、指導者の育成やスポーツ施設の充実など、スポーツを楽しみながら、体験

や挑戦ができる環境づくりを進めます。 

 

 

基本施策１ 生涯スポーツ・レクリエーションの振興 

（１）現状と課題 

現在、生活様式の多様化、週休２日制の普及や市民の健康に対する意識の高揚等

に伴い、スポーツ・レクリエーション活動に対する関心が高まり、活発なスポーツ

活動が行われています。スポーツ・レクリエーション活動は、市民の健康の維持増

進、豊かな人間関係づくり、より良い地域コミュニティの形成を進めるうえで大き

な役割を果たしていることから、多くの市民が生涯を通じてスポーツ・レクリエー

ション活動ができる環境を整備し、市民のスポーツ活動を支援する体制を整え、生

涯スポーツ・レクリエーションの振興を進める必要があります。 

   また、本市においては、例年千人以上の選手が各種の全国大会へ出場しており、

競技スポーツにおける本市選手の活躍が、市民に夢と希望を与え、子ども達のスポ

ーツに対する興味や関心を高めています。さらなる競技スポーツの振興のため、環

境整備や競技力・体力の向上を図る必要があります。 

 

（２）事務事業(抜粋)の評価・方向性 
 

事務事業名 事業概要 評価・方向性 

スポーツ・レクリ

エーション推進事

業 

郡山市スポーツレクリエーシ

ョン協会への運営補助及び郡山

市民スポーツ・レクリエーション

祭を年１回開催する。 

生涯スポーツ・レクリエーション

の振興を通し、市民の健康増進を図

るため、継続して事業を実施する。

今後は、スポーツ関連団体への支援

を総合的に実施するため、「総合型

地域スポーツクラブ育成事業」、「郡

山市体育協会支援事業」と統合す

る。 

総合型地域スポー

ツクラブ育成事業 

地域のスポーツ振興のため、生

涯スポーツ及び地域コミュニテ

ィの場としての総合型地域スポ

ーツクラブの設立に向けた運営

平成 24 年度は、８団体中、３団

体が支援期間中であり、今後も継続

して自立したクラブ運営を支援す

る必要がある。今後は、スポーツ関
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支援を行う。 連団体への支援事業を総合的に実

施するため、「スポーツ・レクリエ

ーション推進事業」、「郡山市体育

協会支援事業」と統合する。 

郡山市体育協会支

援事業 

郡山市体育協会及び郡山市ス

ポーツ少年団の組織充実により、

各種競技の競技力の向上及び本

市スポーツの振興を図る。 

昨年、震災の発生に伴い、体育協

会事業を中止とした団体が事業を

再開しており、本市スポーツ振興の

視点から継続して事業を実施する。

今後は、スポーツ関連団体への支援

事業を総合的に実施するため、「ス

ポーツ・レクリエーション推進事

業」、「総合型地域スポーツクラブ

育成事業」と統合する。 

（仮称）富久山ス

ポーツ広場整備事

業 

地域住民の交流と健康増進と

ともに、生涯スポーツの振興・充

実を図るため、スポーツ広場を整

備する。 

用地買収に不測の時間を要した

ため土木工事に着手できなかった

が、用地買収が完了したことから事

業の進捗を図る。 

スポーツ事業開

催・助成事業 

市が主催・共催する各種大会の

充実を図り、参加者（市民）が広

く参加することができる場を提

供する。また、各種体育・スポー

ツの普及振興を図り、底辺拡大及

び競技力向上を推進する。 

例年通り大会の開催・運営が行わ

れ、参加チーム数もほぼ安定してい

るため、継続して事業を実施する。

今後は、スポーツ大会への支援事業

を総合的に実施するため、「市町村

対抗福島県縦断駅伝競走大会支援

事業」、「郡山カップ福島県フット

サル選手権大会支援事業」、「日独

スポーツ少年団同時交流事業」、「日

韓少年野球交流事業助成事業」と統

合する。 

市町村対抗福島県

縦断駅伝競走大会

支援事業 

陸上長距離選手の育成・強化を

図るとともに、地域スポーツの振

興を図る。 

本市チームは例年優秀な成績を

収めており、本市スポーツ振興に大

きく寄与しているため、現在の事業

内容で継続して実施する。今後は、

スポーツ大会への支援事業を総合

的に実施するため、「スポーツ事業

開催・助成事業」、「郡山カップ福

島県フットサル選手権大会支援事

業」、「日独スポーツ少年団同時交

流事業」、「日韓少年野球交流事業
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助成事業」と統合する。 

陸上競技場整備事

業 

開成山陸上競技場の施設の安

全(耐震化)を確保するとともに、

市民が利用しやすい施設へ改修

する。 

震災の影響により平成２４年度

まで改修工事期間を延長したため

継続して取り組む。 

郡山カップ福島県

フットサル選手権

大会支援事業 

フットサル競技の普及振興を

図るとともに、県内各地とのスポ

ーツ交流を図るため、実行委員会

へ負担金を交付する。 

地区大会を含め大会参加者数は

増加しており、県全体で競争性の高

い大会として定着しているため、継

続して事業を実施する。今後は、ス

ポーツ大会への支援事業を総合的

に実施するため、「スポーツ事業開

催・助成事業」、「市町村対抗福島

県縦断駅伝競走大会支援事業」、「日

独スポーツ少年団同時交流事業」、

「日韓少年野球交流事業助成事業」

と統合する。 

日独スポーツ少年

団同時交流事業 

（公財）日本体育協会が主催す

る日独交流事業に、本市のスポー

ツ少年団リーダーが参加するこ

とに対しての補助を実施する。 

市スポーツ少年団リーダー２名

の派遣を行った。今後も指導者育成

の観点から継続して事業を実施す

る。今後は、スポーツ大会への支援

事業を総合的に実施するため、「ス

ポーツ事業開催・助成事業」、「市

町村対抗福島県縦断駅伝競走大会

支援事業」、「郡山カップ福島県フ

ットサル選手権大会支援事業」、「日

韓少年野球交流事業助成事業」と統

合する。 

日韓少年野球交流

事業助成事業 

野球を通した青少年の健全育

成を推進するため、韓国代表中学

生硬式野球チームとの交流事業

等を行う事業に対し、事業費を助

成する。 

原発事故の影響により、韓国中学

生の来日の可否が不透明であるた

め、状況の推移を見ながら事業の再

開について検討していく。今後は、

スポーツ大会への支援事業を総合

的に実施するため、「スポーツ事業

開催・助成事業」、「市町村対抗福

島県縦断駅伝競走大会支援事業」、

「郡山カップ福島県フットサル選

手権大会支援事業」、「日独スポー

ツ少年団同時交流事業」と統合す
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る。 

ふるさとの森スポ

ーツパーク整備事

業 

市民の生涯における豊かなス

ポーツライフの実現と競技力向

上のため、ふるさとの森スポーツ

パークの整備、充実を図る。 

震災の影響により事業を延期し

ていたが、新設駐車場用地の不動産

鑑定及び用地測量を行い、今後スポ

ーツ広場と併せ整備する予定であ

ることから継続して実施する。 

国際大会参加激励

事業 

国際大会出場者の負担軽減を

図るとともに、市民のスポーツ意

識高揚を図る。 

平成 24 年度は２名に激励金を交

付し、大会出場に係る支援を行っ

た。競技者の負担軽減及び育成のた

め、継続して事業を実施する。 

 

（３）郡山市教育委員会事務点検評価委員会の意見 

○「国際大会参加激励事業」について 

平成 24 年度は２名に激励金を交付していますが、国際大会に参加する方々の負

担は大きいので、さらに充実した支援制度として欲しいと思います。 

○生涯スポーツ・レクリエーションの振興全般について 

平成 23 年度は震災の影響により市民体育祭の実施を中止した競技があったこ

とから参加者数の激減はやむを得ないところでありますが、依然として市内の屋

外競技においては参加者数が震災前の水準に戻っていない競技団体が見られます。 

2020 年の東京オリンピックの開催も決定しましたが、福島県の子どもは全国で

肥満ナンバーワンということであり、ゴールデンエイジという競技の基礎的レベ

ルを上げる大事な時期となる小学５年生から中学２・３年生くらいまでの子ども

達が屋外で思うような活動が出来ないということは、非常に残念なことですので、

子ども達が安心してスポーツに取り組める環境づくりに目を向けて欲しいと思い

ます。 

また、スポーツで優秀な成績を収めた小学生が、中学校で部活動がないために

競技を続けていくのを諦めてしまうこともあるようですので、子ども達や保護者

から強い希望があれば特設部を設けるなど、可能な限り対応していただきたいと

思います。 

 

（４）今後の取り組み 

○ 東日本大震災により被害を受けたスポーツ施設の復旧や、放射性物質の除染活

動の推進に努め、子ども達の屋外活動機会の確保を図るとともに、安心して運動

ができる機会の確保を図ります。 

○ 多くの市民が安全で快適にスポーツを楽しむことができるよう、開成山地区ス

ポーツ施設の一体的整備をはじめ、ユニバーサルデザインに配慮した施設整備や、

地域のスポーツ交流拠点となるスポーツ広場等の整備を推進します。 
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○ 市民がそれぞれの体力や年齢、目的に応じてスポーツ活動に親しむことができ

る生涯スポーツ社会の実現に向け、市民ニーズに応じたスポーツ環境に関する情

報の提供や、関係団体や各種大会の支援に努めます。 
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